
滋賀県産業振興新指針に基づいた取り組み

 図 1  都道府県別大学発ベンチャー企業数（平成

 

順位 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 6 位 7

都道府県名 東京都 大阪府 神奈川県 京都府 福岡県 愛知県 北
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※カッコ内は前年からの伸び 
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資料：平成17年度「大学発ベンチャーに関する基礎調査」報
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産学官共同研究件数の推移（各年度）
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資料：新産業振興課調べ（「県政の目標　しがベ
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資料７－２（参考資料）

状況（参考資料） 
17 年） 

位 8 位 9 位 10 位 
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資料：滋賀県の地域資源を活用した戦略的産学官連携方策に関する調査　　

企業における連携・協力の状況
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 図 4  

 

 
企業が大学・研究機関と連携・協力しない理由（複数回答）
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（件）

資料：「滋賀県の地域資源を活用した戦略的産学官連携方策に関する調査」報告書（平成19年３月）

 図 5  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
支援機関が大学・研究機関と連携・協力しない理由（複数回答）
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特許取得（出願）されていないものが多く企業の投資に不向きである

資料：「滋賀県の地域資源を活用した戦略的産学官連携方策に関する調査」報告書（平成19年３月）
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大学・研究機関との連携・協力で感じる問題（複数回答）
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資料：滋賀県の地域資源を活用した戦略的産学官連携方策に関する調査
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 図 9  滋賀県における産業財産権の出願件数・登録件数（平成 16 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順位
都道
府県
件数 割合 順位

都道
府県
件数 割合 順位

都道
府県
件数 割合 順位

都道
府県
件数 割合

26 滋賀県 944 0.3 31 滋賀県 33 0.5 30 滋賀県 109 0.3 33 滋賀県 372 0.3

1 東京都 180,912 49.1 1 東京都 1,546 24.4 1 東京都 12,514 33.3 1 東京都 50,809 46.1

2 大阪府 62,450 17.0 2 大阪府 707 11.2 2 大阪府 9,098 24.2 2 大阪府 14,991 13.6

3 愛知県 27,373 7.4 3 埼玉県 303 4.8 3 愛知県 2,319 6.2 3 愛知県 5,016 4.5

4 神奈川県 26,940 7.3 4 神奈川県 293 4.6 4 神奈川県 2,020 5.4 4 神奈川県 4,794 4.3

5 京都府 10,190 2.8 5 愛知県 269 4.2 5 兵庫県 1,654 4.4 5 兵庫県 3,484 3.2

6 兵庫県 2,545 0.7 6 兵庫県 204 3.2 6 岐阜県 1,036 2.8 6 京都府 2,811 2.5

368,416 100.0 6,337 100.0 37,565 100.0 110,270 100.0

順位
都道
府県
件数 割合 順位

都道
府県
件数 割合 順位

都道
府県
件数 割合 順位

都道
府県
件数 割合

26 滋賀県 273 0.2 40 滋賀県 24 0.4 32 滋賀県 75 0.2 37 滋賀県 246 0.3

1 東京都 55,035 48.9 1 東京都 1,543 27.0 1 東京都 10,530 34.5 1 東京都 38,999 47.0

2 大阪府 19,182 17.0 2 大阪府 680 11.9 2 大阪府 7,137 23.4 2 大阪府 10,432 12.6

3 神奈川県 7,965 7.1 3 神奈川県 319 5.6 3 愛知県 1,865 6.1 3 愛知県 3,708 4.5

4 愛知県 7,552 6.7 4 埼玉県 285 5.0 4 神奈川県 1,506 4.9 4 神奈川県 3,330 4.0

5 京都府 3,247 2.9 5 愛知県 268 4.7 5 兵庫県 1,259 4.1 5 兵庫県 2,785 3.4

6 兵庫県 2,545 2.3 6 兵庫県 213 3.7 6 岐阜県 707 2.3 6 京都府 2,016 2.4

112,527 100.0 5,718 100.0 30,485 100.0 82,995 100.0

資料：特許庁「特許行政年季報告書」（平成17年度版）
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特許 実用新案 意匠 商標

 

 

 図 10  地域別新設事業所数 

 

  事業所数 新設事業所 
新設事業所の 

占める割合 

大津市  11,465  1,534  13.4 

湖南地域  12,036  1,887  15.7 

甲賀地域  6,322  526  8.3 

東近江地域  9,761  975  10.0 

湖東地域  7,193  787  10.9 

湖北地域  7,986  643  8.1 

湖西地域  3,170  206  6.5 

資料：総務省「平成 16 年度 事業所企業統計調査報告」 
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地域別工場立地件数の推移
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湖北 12 37 80 49 21 41 36 25 22 18

湖東 13 35 71 44 23 21 28 15 22 12

東近江 12 42 75 62 25 29 42 15 21 17

甲賀 20 57 101 64 43 39 65 15 22 51

湖南 20 96 79 25 37 22 42 17 21 19

大津 12 10 12 4 5 6 11 12 5 2

合計 95 290 473 272 166 175 236 103 117 121

S31～35 S36～40 S41～45 S46～50 S51～55 S56～60 S61～H2 H3～7 S8～12 S13～17

（件）

資料：各年、滋賀県「工場立地動向調査」

※　市町村合併により、旧愛東町、旧湖東町は平成17年1月では東近江地域、平成17年2月では湖東地域に含まれる
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 図 12  環境産業の事業所当たり・従業者当たり金額および付加価値率 

 

  
人/事業所 

（人） 

出荷額等/ 

事業所 

（万円） 

付加価値/ 

事業所 

（万円） 

出荷額/ 

1 従業者 

（万円） 

付加価値額/ 

1 従業者 

（万円） 

付加価値率 

（％） 

滋賀県 34 173,581 57,824 5,083 1,693 33.3 

全国 34 169,487 58,979 4,935 1,717 34.8 
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資料：滋賀県調べ（平成 16 年 工業統計調査） 
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 図 13  環境活動に取組む NPO 法人数の推移 

 

  平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 
H16～19 

の伸び率

件数 92 163 227 284 337 
法人数 

割合 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
106.7  

件数 39 74 94 126 157 
環境の保全を図る活動 

割合 42.4 45.4 41.4 44.4 46.6 
112.2  

資料：内閣府 HP（各年 3月末現在）  

 

 図 14  環境活動に取組む NPO 法人数の比較 

 

  滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 

件数 337 780 2,279 1,099 239
法人数 

割合 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

件数 157 212 449 245 75
環境の保全を図る活動 

割合 46.6 27.2 19.7 22.3 31.4

  和歌山県 福井県 岐阜県 三重県 全国 

件数 250 177 440 427 31,115
法人数 

割合 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

件数 105 55 145 160 8,774
環境の保全を図る活動 

割合 42.0 31.1 33.0 37.5 28.2

資料：内閣府 HP（平成 19 年 3 月末現在）  

 

 

 
環境ビジネスの業績

24

19

17

10

1

0 10 20 30

利益を上げている

収支トントン

赤字

売上なし

その他

資料：滋賀県環境産業クラスター可能性調査報告書（平成19年3月）
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 図 16  図 15  
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 図 17  健康福祉産業の事業所当たり・従業者当たり金額および付加価値率 

 

  
人/事業所 

（人） 

出荷額等/ 

事業所 

（万円） 

付加価値/ 

事業所 

（万円） 

出荷額/ 

1 従業者 

（万円） 

付加価値額/ 

1 従業者 

（万円） 

付加価値率 

（％） 

滋賀県 49 186,849 93,650 3,827 1,918 50.1 

全国 32 74,647 41,644 2,358 1,315 55.8 
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資料：滋賀県調べ（平成 16 年 工業統計調査） 

 

 図 18  医療・福祉の就業者数の推移 

 

  平成 12 年 平成 17 年 伸び（％） 

就業者人口 671,789   680,478   1.3 
滋賀県 

医療・福祉 42,235 (6.29) 56,555 (8.31) 33.9 

就業者人口 63,032,271   61,505,973   -2.4 
全国 

医療・福祉 4,273,853 (6.78) 5,353,261 (8.70) 25.3 

資料：国勢調査 

 

 図 19  滋賀県の健康福祉関連サービスにかかる事業所数（全国との比較） 
 

 

 

 

 74

 75

  77M

 82

 88

 （A

 54

 
60

 （B)健

73 医療業 1,823 (71.5) 1,920 (69.8) 5.3 213,731 (75.0) 218,395 (73.0) 2.2

保健衛生 10 (0.4) 10 (0.4) 0.0 1,465 (0.5) 1,301 (0.4) -11.2

社会保険・社会福祉・介護事業 481 (18.9) 584 (21.2) 21.4 44,982 (15.8) 55,803 (18.7) 24.1

 77L スポーツ・健康教授業 41 (1.6) 49 (1.8) 19.5 5,730 (2.0) 5,809 (1.9) 1.4

フィットネスクラブ 11 (0.4) 14 (0.5) 27.3 1,258 (0.4) 1,347 (0.5) 7.1

4 公衆浴場業 51 (2.0) 41 (1.5) -19.6 6,983 (2.5) 6,113 (2.0) -12.5

844 スポーツ施設提供業　 119 (4.7) 121 (4.4) 1.7 10,141 (3.6) 9,580 (3.2) -5.5

5 スポーツ・娯楽用品賃貸業 12 (0.5) 13 (0.5) 8.3 725 (0.3) 647 (0.2) -10.8

2,548 (100.0) 2,752 (100.0) 8.0 285,015 (100.0) 298,995 (100.0) 4.9

2 医薬品・化粧品等卸売業 154 128 -16.9 21,495 19,191 -10.7

1 医薬品・化粧品小売業 905 870 -3.9 93,006 87,329 -6.1

 60A スポーツ用品小売業 180 171 -5.0 20,115 17,325 -13.9

1,239 1,169 -5.6 134,616 123,845 -8.0

)健康福祉関連＜サービス＞産業計

康福祉関連＜流通＞産業計

滋賀県 全国

平成13年 平成16年
H13～16
伸び率
（％）

平成13年 平成16年
H13～16
伸び率
（％）

資料：総務省「平成 16 年度 事業所・企業統計調査報告」 

※ （ ）内数値は構成比％                         （滋賀県サービス産業振興調査に掲載） 
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 図 20  滋賀県の健康福祉関連サービスにかかる従業員数（全国との比較） 
 

73 医療業 20,953 (54.9) 22,918 (52.2) 9.4 2,596,832 (63.9) 2,723,314 (60.1) 4.9

74 保健衛生 484 (1.3) 543 (1.2) 12.2 34,742 (0.9) 34,132 (0.8) -1.8

75 社会保険・社会福祉・介護事業 11,606 (30.4) 15,567 (35.5) 34.1 1,042,794 (25.7) 1,398,790 (30.9) 34.1

 77L スポーツ・健康教授業 665 (1.7) 607 (1.4) -8.7 59,308 (1.5) 60,042 (1.3) 1.2

 77M フィットネスクラブ 315 (0.8) 442 (1.0) 40.3 38,785 (1.0) 43,964 (1.0) 13.4

824 公衆浴場業 328 (0.9) 200 (0.5) -39.0 34,773 (0.9) 29,112 (0.6) -16.3

844 スポーツ施設提供業　 3,739 (9.8) 3,538 (8.1) -5.4 252,609 (6.2) 237,351 (5.2) -6.0

885 スポーツ・娯楽用品賃貸業 44 (0.1) 57 (0.1) 29.5 4,158 (0.1) 3,414 (0.1) -17.9

38,134 (100.0) 43,872 (100.0) 15.0 4,064,001 (100.0) 4,530,119 (100.0) 11.5

542 医薬品・化粧品等卸売業 2,192 1,380 -37.0 315,326 264,014 -16.3

601 医薬品・化粧品小売業 4,116 4,414 7.2 463,070 462,358 -0.2

 60A スポーツ用品小売業 798 920 15.3 84,952 80,710 -5.0

7,106 6,714 -5.5 863,348 807,082 -6.5

滋賀県 全国

平成13年 平成16年
H13～16
伸び率
（％）

平成13年

（B)健康福祉関連＜流通＞産業計

平成16年
H13～16
伸び率
（％）

（A)健康福祉関連＜サービス＞産業計

 

資料：総務省「平成 16 年度 事業所・企業統計調査報告」 

※ （ ）内数値は構成比％ 

 

 

 図 21  観光産業の事業所当たり・従業者当たり金額および付加価値率 

 

  
人/事業所 

（人） 

出荷額等/ 

事業所 

（万円） 

付加価値/ 

事業所 

（万円） 

出荷額/ 

1 従業者 

（万円） 

付加価値額/ 

1 従業者 

（万円） 

付加価値率 

（％） 

滋賀県 19 24,798 13,670 1,317 726 55.1 

全国 21 32,042 13,603 1,505 639 42.5 

 
従業者数/1事業所比較
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資料：滋賀県調べ（平成 16 年 工業統計調査） 
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 図 22  滋賀県の集客観光分野にかかる事業所数（全国との比較） 
 

42 鉄道業 68 (1.0) 58 (0.9) -14.7 4,877 (0.5) 4,571 (0.5) -6.3
43 道路旅客運送業 107 (1.6) 109 (1.7) 1.9 37,345 (4.0) 35,023 (3.9) -6.2
45 水運業 11 (0.2) 12 (0.0) 9.1 3,348 (0.4) 3,132 (0.4) -6.5
46 航空運輸業 0 (0.0) 0 (0.0) 0.0 850 (0.1) 736 (0.1) -13.4
70 一般飲食店 3,182 (47.8) 3,151 (48.3) -1.0 419,790 (44.4) 398,666 (44.6) -5.0
71 遊興飲食店 2,063 (31.0) 1,928 (29.6) -6.5 351,865 (37.2) 317,709 (35.5) -9.7
72 宿泊業 640 (9.6) 541 (8.3) -15.5 72,683 (7.7) 65,335 (7.3) -10.1
77 その他の教育，学習支援業 30 (0.5) 25 (0.4) -16.7 1,659 (0.2) 1,635 (0.2) -1.4
83 その他の生活関連サービス業　 123 (1.8) 106 (1.6) -13.8 12,196 (1.3) 10,873 (1.2) -10.8
84 娯楽業 439 (6.6) 588 (9.0) 33.9 40,814 (4.3) 56,497 (6.3) 38.4
観光関連産業分野全体 6,663 (100.0) 6,518 (100.0) -2.2 945,427 (100.0) 894,177 (100.0) -5.4

滋賀県 全国

平成13年 平成16年
H13～16
伸び率
（％）

平成13年 平成16年
H13～16
伸び率
（％）

 
資料：総務省「平成 16 年度 事業所・企業統計調査報告」 

 

 図 23  滋賀県の集客観光分野にかかる従業員数（全国との比較） 
 

42 鉄道業 1,544 (2.7) 1,521 (2.7) -1.5 217,667 (3.2) 199,469 (3.1) -8.4
43 道路旅客運送業 3,260 (5.7) 3,162 (5.6) -3.0 586,383 (8.6) 585,305 (9.0) -0.2
45 水運業 226 (0.4) 257 (0.5) 13.7 45,232 (0.7) 41,547 (0.6) -8.1
46 航空運輸業 0 (0.0) 0 (0.0) 0.0 41,974 (0.6) 39,692 (0.6) -5.4
70 一般飲食店 24,592 (43.1) 24,226 (43.3) -1.5 2,744,503 (40.3) 2,610,473 (40.1) -4
71 遊興飲食店 8,781 (15.4) 8,492 (15.2) -3.3 1,362,778 (20.0) 1,271,139 (19.5) -6.7
72 宿泊業 8,205 (14.4) 7,912 (14.1) -3.6 815,763 (12.0) 768,278 (11.8) -5.8
77 その他の教育，学習支援業 303 (0.5) 151 (0.3) -50.2 18,754 (0.3) 18,506 (0.3) -1.3
83 その他の生活関連サービス業　 723 (1.3) 557 (1.0) -23.0 120,632 (1.8) 109,698 (1.7) -9.1
84 娯楽業 9,385 (16.5) 9,689 (17.3) 3.2 861,217 (12.6) 860,811 (13.2) -0.0
観光関連産業分野全体 57,019 (100.0) 55,967 (100.0) -1.8 6,814,903 (100.0) 6,504,918 (100.0) -4.5

滋賀県

平成13年 平成16年
H13～16
伸び率
（％）

全国

平成13年 平成16年
H13～16
伸び率
（％）

.9

 
資料：総務省「平成 16 年度 事業所・企業統計調査報告」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観光入込客数の推移
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 図 24  

資料：各年「滋賀県観光入込客統計調査書」 
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 図 25  観光地上位 10 の観光資源 
 

平成 16 年 平成 17 年 
順

位 
平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 

観光地名 
入込客数

（人） 
観光地名 

入込客数

（人） 

1 黒壁ガラス館 黒壁ガラス館 黒壁ガラス館 黒壁ガラス館 2,147,200 黒壁ガラス館 1,768,300

2 多賀大社 多賀大社 多賀大社 多賀大社 1,787,900 多賀大社 1,703,500

3 
長浜オルゴール

堂 

長浜オルゴール

堂 

長浜オルゴール

堂 

長浜オルゴール

堂 
988,600

比叡山ドライブ

ウェイ 
780,800

4 
比叡山ドライブ

ウェイ 

比叡山ドライブ

ウェイ 

滋賀県立希望

が丘文化公園 

滋賀県立希望

が丘文化公園 
846,100

長浜オルゴール

堂 
720,500

5 びわ湖タワー 
滋賀県立希望

が丘文化公園 

比叡山ドライブ

ウェイ 

比叡山ドライブ

ウェイ 
813,700

滋賀県立希望

が丘文化公園 
640,500

資料：各年「滋賀県観光入込客統計調査書」 

 

  外国人の観客数の推移

42,292 43,682 43,119

79,459

116,363 174,345

0
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0

40,000

80,000
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200,000

観光入込客（千人） うち外国人（人）
（千人） （人）

資料：各年「滋賀県観光動態調査報告書）」

 図 26  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 27  バイオ産業の事業所当たり・従業者当たり金額および付加価値率 
 

  
人/事業所 

（人） 

出荷額等/ 

事業所 

（万円） 

付加価値/ 

事業所 

（万円） 

出荷額/ 

1 従業者 

（万円） 

付加価値/ 

1 従業者 

（万円） 

付加価値率 

（％） 

滋賀県 59 508,379 279,248 8,617 4,733 54.9 

全国 44 296,364 108,746 6,774 2,486 36.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業者数/1事業所比較
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200,000
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万円／事業所

 
資料：滋賀県調べ（平成 16 年 工業統計調査）
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 図 28  ＩＴ産業の事業所当たり・従業者当たり金額および付加価値率 

 

  
人/事業所 

（人） 

出荷額等/ 

事業所 

（万円） 

付加価値/ 

事業所 

（万円） 

出荷額/ 

1 従業者 

（万円） 

付加価値額/ 

1 従業者 

（万円） 

付加価値率 

（％） 

滋賀県 49 186,849 93,650 3,827 1,918 50.1 

全国 32 74,647 41,644 2,358 1,315 55.8 

 

 
従業者数/1事業所比較
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資料：滋賀県調べ（平成 16 年 工業統計調査） 

 

 図 29  滋賀県の情報サービスにかかる事業所数（全国との比較） 
 

A～Q 全産業 59,295 56,296 -5.1 6,138,180 5,728,492 -6.7

Ｈ 情報通信業 342 310 -9.4 59,913 54,462 -9.1
37 通信業 137 100 -27.0 15,283 10,292 -32.7
38 放送業 16 13 -18.8 1,738 1,636 -5.9
39 情報サービス業 111 107 -3.6 27,619 26,413 -4.4
40 インターネット附随サービス業 4 16 300.0 825 1,717 108.1
41 映像・音声・文字情報制作業 74 74 0.0 14,448 14,404 -0.3

189 197 4.2 42,892 42,534 -0.8

滋賀県 全国

情報サービス産業（39～41合計）

平成16年
H13～16
伸び率
（％）

平成13年 平成16年 平成13年
H13～16
伸び率
（％）

 
資料：総務省「平成 16 年度 事業所・企業統計調査報告」 

※ （ ）内数値は構成比％                         （滋賀県サービス産業振興調査にも掲載） 

 

 図 30  滋賀県の情報サービスにかかる従業員数（全国との比較） 
 

A～Q 全産業 552,832 532,384 -3.7 54,912,168 52,067,396 -5.2

Ｈ 情報通信業 4,228 3,758 -11.1 1,418,520 1,382,316 -2.6
37 通信業 1,356 819 -39.6 251,153 178,471 -28.9
38 放送業 345 317 -8.1 67,182 62,900 -6.4
39 情報サービス業 1,939 1,897 -2.2 837,000 863,796 3.2
40 インターネット附随サービス業 13 132 915.4 8,275 24,238 192.9
41 映像・音声・文字情報制作業 575 593 3.1 254,910 252,911 -0.8

2,527 2,622 3.8 1,100,185 1,140,945 3.7情報サービス産業（39～41合計）

平成16年
H13～16
伸び率
（％）

平成13年 平成16年 平成13年
H13～16
伸び率
（％）

滋賀県 全国

 
資料：総務省「平成 16 年度 事業所・企業統計調査報告」 

※ （ ）内数値は構成比％                         （滋賀県サービス産業振興調査にも掲載） 
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 図 31  都道府県別研究所数及び 1,000 事業所あたりのランキング 

 

順位 都道府県名 
研究所・ 

研究部門数

研究開発型

企業 
計 

1,000 事業 

所あたり 
同左の順位

11 滋賀県 84 14 98 1.74 ③ 

1 東京都 1,293 207 1,500 2.26 ① 

2 大阪府 481 76 557 1.3 ⑤ 

3 神奈川県 463 67 530 1.86 ② 

4 埼玉県 230 27 257 1.08 ⑦ 

5 愛知県 208 30 238 0.72  

6 兵庫県 191 25 216 0.93 ⑩ 

7 茨城県 172 36 208 1.69 ④ 

8 千葉県 180 14 194 1.04 ⑧ 

9 静岡県 143 17 160 0.85  

10 京都府 101 42 143 1.1 ⑥ 

  計 4,531 818 5,349 0.93   

資料：「全国試験研究機関名鑑 2006-2007 年版」（文部科学省科学技術・学術政策局監修） 

「平成 16 年事業所・企業統計調査」（総務省統計局） 

※「民間事業所数」は事業内容等不詳の事業所を含まない。 

 

 図 32  滋賀県内の研究施設 

 

  湖南地域 甲賀地域
東近江 

地域 
湖東地域 湖北地域 湖西地域 合計 

民間企業 60 12 10 8 7 1 98

  研究所・研究部門 51 12 9 5 6 1 84

  研究開発型企業 9   1 3 1   14

大学・大学付属研究機関 27     2 1   30

公立施設研究機関・ 

研究開発支援機関 
4 2 3 2 3 2 16

その他 4   1 2     7

合計 95 14 14 14 11 3 151
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 図 33  滋賀県内・民間企業（98 か所）の研究施設（研究分野で分類） 

 

  湖南地域 甲賀地域 東近江地域 湖東地域 湖北地域 湖西地域 合計 

食料品 3 1     1   5

飲料・飼料             0

繊維工業 6   1 4 1   12

衣服     1 1     2

木材・木製品             0

家具・装備品             0

パルプ・紙             0

印刷             0

化学工業 20 4 4 2 3   33

石油・石炭             0

プラスチック 4 1     1   6

ゴム製品             0

皮革             0

窯業・土石 2 1 1       4

鉄鋼業 1 2         3

非鉄金属 2 2         4

金属製品 2 1         3

一般機械 7 2 3 2 2   16

電気機械 2           2

情報通信機械 2           2

電子・デバイス 4   1   1 1 7

輸送機械 1   2   1   4

精密機械 8 1 1 1     11

その他 4   1       5

分類合計 68 15 15 10 10 1 119

研究所数 60 12 10 8 7 1 98

資料：「全国試験研究機関名鑑 2006-2007 年版」（文部科学省科学技術・学術政策局監修） 

「平成 16 年事業所・企業統計調査」（総務省統計局） 
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人材育成の課題（MA)

32

20

18

9

11

6

4

0 10 15 20 25 30 35

業務多忙により時間的ゆとりがない

人員不足で体制が整っていない

資金的なゆとりがない

十分な支援制度やしくみがない

実施したが効果が表れない

その他

（％）

資料：滋賀県における産業振興のための人材育成に関する調査（平成18年3月）

現場のニーズと人材紹介会社や学校などの教育機関に
おける人材育成の内容にギャップが生じている

 図 34  
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人材育成の課題（MA)

32

20

18

9

11

6

4

0 5 10 15 20 25 30 35

業務多忙により時間的ゆとりがない

人員不足で体制が整っていない

資金的なゆとりがない

現場のニーズと人材紹介会社や学校などの教育機
関における人材育成の内容にギャップが生じている

十分な支援制度やしくみがない

実施したが効果が表れない

その他

（％）

資料：滋賀県における産業振興のための人材育成に関する調査（平成18年3月）

求める人材育成制度（MA)

29

12

22

24

10

3

0 5 10 15 20 25 30 35

助成金

税制

教育訓練

研修・セミナー

情報提供

その他

（％）

資料：滋賀県における産業振興のための人材育成に関する調査（平成18年3月）

国や自治体等による人材育成制度の利用・活用状況

活用している
29%

活用していない
66%

無回答
5%

 図 37  

 図 36 

 図 35  
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地場産業の生産額の推移

15,254

14,944

13,429

11,545

10,718

9,364

8,481

8,050

8,244

8,031

26,710

24,144

22,078

17,595

17,703

14,802

14,600

14,403

13,549

11,362

30,498

31,287

28,998

27,059

26,646

26,033

23,800

22,663

22,784

23,832

14,761

15,153

12,478

12,016

11,098

9,900

8,562

8,307

7,246

6,895

21,345

21,783

20,183

20,858

22,212

24,352

25,480

27,928

27,087

28,000

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 160,000

H8

H9

H10

H11

H12

H13

H14

H15

H16

H17

ちりめん（長浜） 綿織物（高島） 麻織物（湖東） ファンデーション（彦根）

バルブ（彦根） 陶器（信楽） 製薬（日野・甲賀） 仏壇（彦根）

資料：滋賀県の商工業（平成18年版）

（百万円）
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127,908

114,166

105,500

103,323
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 図 38    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 39 県内小売業の動向 
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 資料：各年、滋賀県「商業統計調査」

 
サービス業の県内総生産（実質）
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資料：平成16年度滋賀県民経済計算
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 図 40  
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サービス産業における事業所数（全国との比較：平成 13・16 年）  図 41  

 

 

 

 自動

 協同

 専門

 
政

情報

 イン

 洗

 宿

 放送

 
医

保健

 廃棄

 そ

 学

 そ

 合

（所）
構成比
（％）

（所）
構成比
（％）

（所）
構成比
（％）

（所）
構成比
（％）

物品賃貸業 278 1.6 260 1.6 -6.5 32,266 1.9 29,387 1.8 -8.9

車整備業 440 2.6 497 3.0 13.0 67,240 4.0 72,843 4.4 8.3

機械等修理業（別掲を除く） 265 1.6 267 1.6 0.8 32,249 1.9 33,110 2.0 2.7

組合（他に分類されないもの） 400 2.4 388 2.3 -3.0 29,815 1.8 26,637 1.6 -10.7

その他の事業サービス業 615 3.6 665 4.0 8.1 72,274 4.3 73,941 4.5 2.3

サービス業 1,582 9.4 1,524 9.1 -3.7 203,454 12.2 191,034 11.7 -6.1

治・経済・文化団体 515 3.1 519 3.1 0.8 39,495 2.4 39,639 2.4 0.4

サービス業 111 0.7 107 0.6 -3.6 27,619 1.7 26,413 1.6 -4.4

ターネット付随サービス業 4 0.0 16 0.1 300.0 825 0.0 1,717 0.1 108.1

広告業 40 0.2 36 0.2 -10.0 11,833 0.7 10,948 0.7 -7.5

濯・理容・美容・浴場業 3,415 20.3 3,379 20.1 -1.1 408,262 24.5 397,772 24.3 -2.6

その他の生活関連サービス業 592 3.5 554 3.3 -6.4 62,493 3.7 59,079 3.6 -5.5

泊業 640 3.8 541 3.2 -15.5 72,683 4.4 65,335 4.0 -10.1

娯楽業 637 3.8 588 3.5 -7.7 63,279 3.8 56,497 3.4 -10.7

業 16 0.1 13 0.1 -18.8 1,738 0.1 1,636 0.1 -5.9

療業 1,823 10.8 1,920 11.4 5.3 213,731 12.8 218,395 13.3 2.2

衛生 10 0.1 10 0.1 0.0 1,465 0.1 1,301 0.1 -11.2

物処理業 137 0.8 139 0.8 1.5 13,804 0.8 14,131 0.9 2.4

学校教育 73 0.4 75 0.4 2.7 16,584 1.0 16,489 1.0 -0.6

の他の教育、学習支援業 1,836 10.9 1,797 10.7 -2.1 151,649 9.1 147,844 9.0 -2.5

社会保険・社会福祉・介護事業 481 2.9 584 3.5 21.4 44,982 2.7 55,803 3.4 24.1

術・開発研究機関 40 0.2 40 0.2 0.0 2,951 0.2 2,900 0.2 -1.7

宗教 2,873 17.0 2,826 16.8 -1.6 93,815 5.6 92,893 5.7 -1.0

の他のサービス業 38 0.2 27 0.2 -28.9 2,701 0.2 2,545 0.2 -5.8

計 16,861 100.0 16,772 100.0 -0.5 1,667,207 100.0 1,638,289 100.0 -1.7

滋賀県 全国

平成13年 平成16年 H13～16
伸び率
（％）

平成13年 平成16年 H13～16
伸び率
（％）

資料：総務省統計局「平成 16 年事業所・企業統計調査」（滋賀県サービス産業振興調査報告書） 

 

サービス産業に係る従業者数（全国との比較：平成 13・16 年） 

（人）
構成比
（％）

（人）
構成比
（％）

（人）
構成比
（％）

（人）
構成比
（％）

物品賃貸業 2,087 1.6 1,977 1.4 -5.3 291,474 2.0 269,062 1.8 -7.7

自動車整備業 2,144 1.7 2,381 1.7 11.1 318,305 2.1 333,206 2.2 4.7

機械等修理業（別掲を除く） 1,409 1.1 1,202 0.9 -14.7 251,695 1.7 250,443 1.6 -0.5

協同組合（他に分類されないもの） 4,799 3.7 4,493 3.2 -6.4 392,184 2.6 346,798 2.3 -11.6

その他の事業サービス業 14,795 11.4 18,298 13.2 23.7 2,050,691 13.8 2,250,628 14.6 9.7

専門サービス業 8,192 6.3 7,775 5.6 -5.1 1,225,050 8.2 1,142,211 7.4 -6.8

政治・経済・文化団体 2,448 1.9 2,821 2.0 15.2 229,385 1.5 232,711 1.5 1.4

情報サービス業 1,939 1.5 1,897 1.4 -2.2 837,000 5.6 863,796 5.6 3.2

インターネット付随サービス業 13 0.0 132 0.1 915.4 8,275 0.1 24,238 0.2 192.9

広告業 272 0.2 356 0.3 30.9 154,381 1.0 144,454 0.9 -6.4

洗濯・理容・美容・浴場業 10,985 8.5 11,361 8.2 3.4 1,226,740 8.2 1,216,225 7.9 -0.9

その他の生活関連サービス業 3,125 2.4 2,807 2.0 -10.2 420,120 2.8 397,344 2.6 -5.4

宿泊業 8,205 6.3 7,912 5.7 -3.6 815,763 5.5 768,278 5.0 -5.8

娯楽業 10,188 7.9 9,689 7.0 -4.9 918,455 6.2 860,811 5.6 -6.3

放送業 345 0.3 317 0.2 -8.1 67,182 0.5 62,900 0.4 -6.4

医療業 20,953 16.2 22,918 16.6 9.4 2,596,832 17.4 2,723,314 17.7 4.9

保健衛生 484 0.4 543 0.4 12.2 34,742 0.2 34,132 0.2 -1.8

廃棄物処理業 2,253 1.7 2,481 1.8 10.1 191,294 1.3 203,115 1.3 6.2

学校教育 3,100 2.4 4,001 2.9 29.1 604,783 4.1 640,324 4.2 5.9

その他の教育、学習支援業 8,075 6.2 8,629 6.2 6.9 715,882 4.8 727,418 4.7 1.6

社会保険・社会福祉・介護事業 11,606 9.0 15,567 11.2 34.1 1,042,794 7.0 1,398,790 9.1 34.1

学術・開発研究機関 4,849 3.7 5,019 3.6 3.5 206,677 1.4 191,891 1.2 -7.2

宗教 7,106 5.5 5,683 4.1 -20.0 276,193 1.9 268,683 1.7 -2.7

その他のサービス業 183 0.1 177 0.1 -3.3 19,459 0.1 18,314 0.1 -5.9

合計 129,555 100.0 138,436 100.0 6.9 14,895,356 100.0 15,369,086 100.0 3.2

平成16年 平成13年 平成16年 H13～16
伸び率
（％）

H13～16
伸び率
（％）

滋賀県 全国

平成13年

 

 図 42  

資料：総務省統計局「平成 16 年事業所・企業統計調査」（滋賀県サービス産業振興調査報告書） 
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 図 43  物流関係の県内事業所数・従業者数の推移 

 

事業所数 従業者数 
  

平成 13 年 平成 16 年 増加率 平成 13 年 平成 16 年 増加率 

道路貨物運送業  716 680 -5 15,685 14,532 -7.4

一般貨物自動車運送業  493 490 -0.6 12,376 11,884 -4

特定貨物自動車運送業  124 104 -16.1 2,408 2,008 -16.6

貨物軽自動車運送業  71 67 -5.6 389 322 -17.2

集配利用運送業  6 4 -33.3 34 6 -82.4

その他の道路貨物運送業  22 15 -31.8 478 312 -34.7

水運業  11 12 9.1 226 257 13.7

外航海運業  - - - - - -

沿海海運業  - - - - - -

内陸水運業  11 12 9.1 226 257 13.7

船舶貸渡業  - - - - - -

航空運輸業  - - - - - -

航空運送業  - - - - - -

航空機使用業（航空運送業を除く)  - - - - - -

倉庫業  107 113 5.6 2,095 2,357 12.5

倉庫業（冷蔵倉庫業を除く）  104 109 4.8 2,074 2,334 12.5

冷蔵倉庫業  3 4 33.3 21 23 9.5

運輸に附帯するサービス業  142 146 2.8 2,974 3,440 15.7

港湾運送業  - - - - - -

貨物運送取扱業 13 14 7.7 427 431 0.9

運送代理店  8 7 -12.5 67 25 -62.7

こん包業  51 61 19.6 1,662 2,348 41.3

運輸施設提供業  6 6 0 205 212 3.4

その他の運輸に附帯するサービス業  64 58 -9.4 613 424 -30.8

資料：事業所・企業統計調査報告（平成 16 年） 

※滋賀県物流政策検討調査報告書 
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 図 44  物流に関する各府県の優位性指数 

 

滋賀県:総合指標＝120.3
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岐阜県:総合指標＝93.9

102.5
61.6
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愛知県:総合指標＝100.1
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三重県:総合指標＝95.2

89.793.8
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京都府:総合指標＝89.1

27.4
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兵庫県:総合指標＝101.5

94.8

83.1

90.3
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（注釈）物流面での優位性に係る以下の指標について、県別に指数化し、レーダーチャートで示した。指数化に当

たり、各指標の対象６府県平均値を100とし、物流面での優位性が高いほど指数が高くなるように設定した。

なお、「道路状況」は高速道路密度と一般道路混雑度の両指標の平均値、「地価水準」は準工業地と工業

地の両指標の平均値、「用地確保」は市街化区域面積当たり DID 面積割合と都市計画区域面積当たり市街

化調整区域面積割合の両指標の平均値による。また、総合指標は、６つの指標の平均値による。 

資料：滋賀県の企業活動と物流機能の課題 
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 図 45  特定非営利活動法人の認証数の推移 

単位：件 

  平成 11 年 平成 12 年 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年

滋賀県 0 14 30 54 92 163 227 284 337

京都府 0 43 100 181 290 410 542 675 780

大阪府 0 119 274 493 864 1,290 1,665 2,032 2,279

兵庫県 0 50 118 193 326 521 721 914 1,099

奈良県 0 11 27 44 69 106 161 200 239

和歌山県 0 7 20 39 61 96 137 205 250

福井県 0 4 10 48 72 111 138 161 177

岐阜県 1 11 33 63 117 200 270 357 440

三重県 0 38 81 116 171 224 299 386 427

全国 23 1,724 3,800 6,596 10,664 16,160 21,280 26,394 31,115

資料：内閣府 HP（各年 3月末現在） 

 

特定非営利活動法人の活動分野（近隣府県との比較） 

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

福
井
県

岐
阜
県

三
重
県

全
国

件数 337 780 2,279 1,099 239 250 177 440 427 31,115

割合 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

件数 221 405 1,337 673 145 169 85 242 274 18,140

割合 65.6 51.9 58.7 61.2 60.7 67.6 48.0 55.0 64.2 58.3

件数 184 334 830 511 126 140 81 221 214 14,324

割合 54.6 42.8 36.4 46.5 52.7 56.0 45.8 50.2 50.1 46.0

件数 211 305 765 542 113 161 75 209 244 12,523

割合 62.6 39.1 33.6 49.3 47.3 64.4 42.4 47.5 57.1 40.2

件数 147 265 586 339 79 114 53 158 146 9,974

割合 43.6 34.0 25.7 30.8 33.1 45.6 29.9 35.9 34.2 32.1

件数 157 212 449 245 75 105 55 145 160 8,774

割合 46.6 27.2 19.7 22.3 31.4 42.0 31.1 33.0 37.5 28.2

件数 47 34 90 45 16 34 13 43 44 2,040

割合 13.9 4.4 3.9 4.1 6.7 13.6 7.3 9.8 10.3 6.6

件数 73 63 169 76 31 60 16 67 61 3,002

割合 21.7 8.1 7.4 6.9 13.0 24.0 9.0 15.2 14.3 9.6

件数 90 130 379 176 64 80 16 71 95 4,789

割合 26.7 16.7 16.6 16.0 26.8 32.0 9.0 16.1 22.2 15.4

件数 90 143 347 149 54 52 28 52 70 6,228

割合 26.7 18.3 15.2 13.6 22.6 20.8 15.8 11.8 16.4 20.0

件数 65 51 149 75 31 42 9 49 42 2,664

割合 19.3 6.5 6.5 6.8 13.0 16.8 5.1 11.1 9.8 8.6

件数 197 259 703 444 98 140 87 210 195 12,397

割合 58.5 33.2 30.8 40.4 41.0 56.0 49.2 47.7 45.7 39.8

件数 47 38 92 78 29 46 15 59 40 2,516

割合 13.9 4.9 4.0 7.1 12.1 18.4 8.5 13.4 9.4 8.1

件数 21 32 56 28 7 22 6 20 14 1,303

割合 6.2 4.1 2.5 2.5 2.9 8.8 3.4 4.5 3.3 4.2

件数 75 81 153 99 31 67 21 72 54 3,559

割合 22.3 10.4 6.7 9.0 13.0 26.8 11.9 16.4 12.6 11.4

件数 70 94 264 171 48 78 22 85 71 4,993

割合 20.8 12.1 11.6 15.6 20.1 31.2 12.4 19.3 16.6 16.0

件数 32 39 73 44 17 23 5 29 30 1,542

割合 9.5 5.0 3.2 4.0 7.1 9.2 2.8 6.6 7.0 5.0

件数 185 349 830 505 104 157 78 186 162 14,005

割合 54.9 44.7 36.4 46.0 43.5 62.8 44.1 42.3 37.9 45.0

法人数

保健・医療又は福祉の増進を図る活動

社会教育の推進を図る活動

まちづくりの推進を図る活動

子どもの健全育成を図る活動

学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る
活動

環境の保全を図る活動

災害救援活動

地域安全活動

消費者の保護を図る活動

前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活
動に関する連絡、助言又は援助の活動

情報化社会の発展を図る活動

科学技術の振興を図る活動

経済活動の活性化を図る活動

職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援
する活動

人権の擁護又は平和の推進を図る活動

国際協力の活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

 

 図 46 

資料：内閣府 HP（平成 19 年 3 月末現在）  
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ＰＯ法人が行政に期待される役割及び必要と思う方策（起業者調査）

17

9

11

3

20

9

4

8

8

2

7

2

10

10

3

9

17

8

8

14

8

5

9

1

0 5 10 15 20 25

経営に関する相談体制・窓口の充実

営業支援・市場（顧客）開拓の支援

事業立地・店舗開設における支援

経営コンサルティングなどの相談体制

様々な支援制度に関する情報提供

コミュニティビジネスへの規制緩和

人材育成のためのセミナー開催

金融機関からの資金調達手段の充実

ファンドの造成による融資制度の充実

コミュニティビジネスへの規制緩和税制優遇

その他

起業時（N=122）

事業運営時（N=115）

（％）

資料：コミュニティビジネスニーズおよび実態調査報告書（平成17年２月）

コミュニティビジネス事業者や関係団体のネットワーク化支援

Ｎ 図 47  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

形態別提供事業サービス全体の昨年度の収支について（起業者調査）

24

41

8

16

67

0

38

38

48

33

0

100

28

15

36

35

33

0

9

5

8

16

0

0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

総数（N＝116）

営利団体（N＝39）

非営利団体（N＝25）

NPO法人（N＝51）

その他（N＝3）

無回答（N＝1）

損益が黒字 損益が赤字 収支が均衡している その他

資料：コミュニティビジネスニーズおよび実態調査報告書

（％）

※組織形態は、複数の組織形態を持つ事業者があるため、重複あり

組織 図 48  
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ュニティビジネスの認知度（県民調査）

聞いたこと
がない
52%

聞いたこと
がある
34%

意味を
知ってい
る
14%

N=506

ュニティビジネスの必要性（県民調査）

わからな
い
15%

必要だと
思う
82%

必要だと
思わない
3%

N=491

資料：コミュニティビジネスニーズおよび実態調査報告書

コミ 図 50 コミ 図 49  

 

 

 N=
提供事業サービスへのニーズの見通し（起業者調査）

61

3

18

7

8

3

0 10 20 30 40 50 60 70

ニーズは大きくなっており、事業の拡大が可能

ニーズは小さくなっており、事業の拡大は困難

ニーズはほぼ横ばいである

ニーズを事業の推進と関連付けていない

ニーズの把握が困難である

その他

（％）

資料：コミュニティビジネスニーズおよび実態調査報告書

119
 図 51 
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行政に期待される役割及び必要と思う方策（起業者調査）
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10
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1

0 5 10 15 20 25

経営に関する相談体制・窓口の充実

営業支援・市場（顧客）開拓の支援

事業立地・店舗開設における支援

経営コンサルティングなどの相談体制

様々な支援制度に関する情報提供

コミュニティビジネスへの規制緩和

人材育成のためのセミナー開催

金融機関からの資金調達手段の充実

ファンドの造成による融資制度の充実

コミュニティビジネスへの規制緩和税制優遇

その他

起業時（N=295）

事業運営時（N=290）

（％）

資料：コミュニティビジネスニーズおよび実態調査報告書（平成17年2月）

ミュニティビジネス事業者や関係団体のネットワーク化支援

 図 52  
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資料：滋賀県貿易実態調査（平成16年）

平成16年商品別輸出額

化学製品
17.2%

繊維製品
1.6%

輸送用機械
器具製品
4.5%

その他の製
品
14.9%

電気機械器
具製品
24.3% 一般機械器

具製品
31.2%

輸出額
5,267億円

平成16年商品別輸入額

化学製品
39.6%

非鉄金属製
品
10.0%

その他の製
品
16.9%

電気機械器
具製品
20.0%

一般機械器
具製品
5.3%

輸入額
2,369億円

 図 54  図 53  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地別輸出額の推移

45.6

58.1

58.1

56.3

55.2

60.3

15.2

12.1

9.4

14.4

14.1

10.0

22.0

21.8

27.9

24.4

23.7

16.8 8.0

9.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

平成11年

平成12年

平成13年

平成14年

平成15年

平成16年

アジア 中近東 西欧 東欧 アフリカ 北米 中南米 大洋州 不明
（％）

仕向 図 55  

資料：各年、滋賀県貿易実態調査 
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仕入地別輸入額の推移

36.0

43.0

37.4

52.9

43.0

48.3

33.1

32.1

33.6

31.7

41.5

34.1

22.0

17.4

22.8

9.7

11.7

14.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

平成11年

平成12年

平成13年

平成14年

平成15年

平成16年

アジア 中近東 西欧 東欧 リカ 北米 中南米 大洋州 不明
（％）

 図 56  

資料：各年、滋賀県貿易実態調査  

 22


	滋賀県産業振興新指針に基づいた取り組み状況（参考資料）

